




























































































































































様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

（２）　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

殿

許可年月日

本店 （土） （と）

具体的事由

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０

（４）　欠格要件に該当するに至つた

８

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた

（３）　営業所技術者等を削除した
　　 に掲げる基準を満たさなくなつた

下記のとおり、

令和　　　年　　　月　　　日

 地方整備局長
 北海道開発局長

福島県知事 届 出 者 代表取締役　福島　太郎

福島市杉妻町２番１６号
福島建設工業　株式会社

大臣コード
知事

3 5

項 番

10 11 13 15

許 可 番 号 ５ １ 0 7 許可（
般

－ ）
福島県知事  特

 国土交通大臣
0 6 第 0 1 1 1 1 1 号 令和 0 6 年 0 4 月 1 1 日

記

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ５ ２ 生年月日 月 日

　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔営業所技術者等〕を満たさなくなつた場合
　　　　　　　　　(3)　営業所技術者等を削除した場合

年

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ５ ３ 福 島 一 2 年 0郎 7 月 0 7 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 Ｓ 4

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ５ ３ 年 月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ５ ３ 年

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

　　　　　　　　　　　　　(4)　建設業法第８条第１号及び第７号から第14号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

月 日

不要なものを消す

該当するものに
○をつける

姓と名の間を
１マス空ける

当該技術者が営業所技術
者となっていた業種を略
号で記載

届出の例

（１）経営業務管理体制に係る常勤役員等やそれを補佐する者がいなくなった

（代わりがいない）

（２）営業所技術者等が１人もいなくなった（代わりがいない）。

（３）業種の一部廃業又は営業所の廃止により営業所技術者等が必要なくなった。

ただし、他の業種又は他の営業所で、引き続き営業所技術者等となる者は、

この様式ではなく「営業所技術者等証明書（様式第八号）」を使用する

（４）役員が許可の欠格要件に該当した（許可の取消該当）
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

許可年月日

【備考】
令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

福島建設工業株式会社

0 6

日

廃業等の年月日

廃 業 等 の 理 由

解

1

年 月

3 5 7

決裁年月日 ５ ９ 令和

3

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

11５ ７ 1

１．一般
２．特定

）
届出時に許可を
受けている建設業

3 5 10 15 20 25 30 （

清

廃止した建設業 ５ ６ 1 1

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板

記

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

4 月 1 1 日1 号 令和 6 年第 0 1 1 1 1
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
知事 特

許 可 番 号 ５ ５ 0 7

3 5 10 11 13 15

（
１．全部の業種の廃業

）
２．一部の業種の廃業

大臣コード
知事

項 番 3

届 出 の 区 分 ５ ４ 2

廃　　　業　　　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和　　　年　　　月　　　日

 地方整備局長
 北海道開発局長

福島県知事 殿 届出者 代表取締役　福島　一郎

福島市杉妻町２番１６号

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ９

不要なもの

を消す

一部廃業の場合は、営業所技術者等証明書（様式第八

号）または届出書（様式第二十二号の三）を同時に提出し、

営業所技術者等の状況も整理すること

届出児に有効な許可日が複数ある場

合は最も古いものを記入する

枠内は記入しないこと

廃業等の年月日を記入

該当する番号を○で囲む

届出者

（１）建設業者（個人事業主）が死亡→ 相続人
（２）法人が合併により消滅→ 元役員個人
（３）法人が破産手続開始決定により解散→ 破産管財人
（４）法人が合併、破産手続開始決定以外の事由で解散→ 清算人
（５）許可を受けた建設業を廃止→ 許可を受けた者（届出時点の代表者）

今回、廃業する業種を上段に、これを含めた

現在有効な許可業種を下段に記入する全部

廃業（項番５４区分が「１」の場合は、上段と

下段が一致する
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納税情報の確認に関する同意書 

 
福島県知事 殿 

福島市杉妻町２番１６号  
福島建設工業 株式会社  

申請者  代表取締役 福島 太郎  

 
１．建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）第６条に規定す

る建設業許可の申請（法第 17 条において準用する場合を含む。） 

２．法第 11 条に規定する毎事業年度終了の届出（法第 17 条において準用す

る場合を含む。） 

３．法第 17 条の２に規定する譲渡及び譲受け並びに合併及び分割の認可の申

請並びに法第 17 条の３に規定する相続の認可の申請 

 

における事業税の納税情報の提出にあたり、建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令

第 14 号）第４条第４項、第 10 条第３項、第 13 条の２第８項又は第 13 条の３第６項

の規定に基づき、建設業許可担当部局がその業務の遂行に必要な範囲内で納税情報を

確認することについて、同意いたします。 

 なお、納税情報が確認できない場合は、地方振興局で設立届・異動届の提出、確定

申告・納付等、必要な手続きを行い、同局発行の納税証明書を提出します。 

 

同意年月日 

（記入日） 
   年    月    日 

住所又は所在地 
福島市杉妻町２番１６号 

事業者名 
福島建設工業 株式会社 

代表者職・氏名 
代表取締役 福島 太郎 

法人番号 

（法人の場合のみ） 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３ 

対象事業年度 
法人： 令和７年４月１日から 令和８年３月３１日まで 

個人： 令和８年度課税（  令和７年分所得） 

※同意があった場合には、以下の納税証明書の発行に係る手続を省略できます。 
【建設業許可申請時】事業税の直前一年の各年度における納付すべき額及び納付済額 
【毎事業年度終了時】事業税の納付すべき額及び納付済額 
【譲渡及び譲受け並びに合併及び分割の認可の申請時】事業税の直前一年の各年度における納

付すべき額及び納付済額 
【相続の認可の申請時】事業税の直前一年の各年度における納付すべき額及び納付済額 

申請書と同じ

情報を記入 

 
法人の場合は設定した事業年度単位 

個人の場合は年単位 
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